



































































































































































































































































































































































































































支払われた賃金（つまり，賞与等は除く）のおよそ50 ～ 80％（60歳～ 64歳については45
～ 80％）となっており，かつ年齢区分ごとに上限額（30歳未満：6370円，30歳以上45歳未
満：7075円，45歳以上60歳未満：7775円，60歳以上65歳未満：6687円）が定められてい
るし，その受給日数は，長期の失業者が増える時代においても，離職した日から1年間で
ある。この日数は，数年に及ぶヨーロッパ諸国と比べると余りにも短い。また加入要件（43）
や受給要件（44）を充足しないため，雇用保険給付を受けられる労働者の割合は，極めて少な
い。加えてヨーロッパ諸国で採用されている雇用保険受給期間後の公的扶助に近い形で拠
出給付として保障する失業扶助制度が存在しない。もう一つのセーフティ・ネットである
生活保護制度も，労働能力があっても実際,職がなければ，生活保護が受けられる制度なの
に，労働能力があれば，職に就けなくとも生活保護の申請を拒否する不当な運用がなされ
ている。したがって，生活保護が受けられるのは，傷害や入院等で実際に働けない場合に，
ほぼ限定されている。
以上からして，労働法の想定する労働者を自立した労働者とみるのは理念的には妥当だ
いるところからすると，明示的に残業させたり過少申告をさせたりしなかったとしても，「いったん引き受け
たら死ぬまで仕事をしろという社訓」と残業せざる得ない仕事量の割り当ての状況からすると，事実上の残
業の強制や黙示の過少申告への圧力があったと思われる。	 	
　東京簡裁が罰金刑の略式命令を出して，その命令が確定すれば，公判も開かれずに，事件は幕を閉じる。こ
れでは長時間労働の是正に取り組む社会や企業が教訓を得る機会を失うことになる。そこで裁判所は本社だ
けでも約6000人の社員がいる電通のような巨大企業の違法残業の実態は複雑で，正面だけでは量刑を決める
のは困難だと判断し，量刑を決めるにあたり，誰がどう労働時間を管理し，なぜ認定できた残業時間が短いか
を，公開の審理で問う必要があると，多分結論づけ，略式起訴を不相当として，公判を開き，被告人質問のた
め経営者（山本俊博社長）の出廷を求め事件の真相（同社の労務管理など）を明らかにすることにした（朝日
新聞2017年7月13日朝刊）。	 	
　その他の主な過重労働事件としエービーシー・マート事件では法人に略式命令で罰金50万円が科されが，
個人3人は起訴猶予になった。フジオフードシステム事件では，法人に罰金50万円が科されが，個人16人は
起訴猶予になった。ドン・キホーテ事件では法人に罰金50万円が課されが，個人8人は起訴猶予になった。サ
トレストランシステム事件では，略式命令不相当で，罰金50万円が科されが，個人5人は起訴猶予になった。
このような過重労働事件を防止するために，法人に対して科される罰金を引き上げるとともに，個人に対し
てもその規範意識を高めるべく起訴猶予にせず罰金刑を科すべきである。
（43）	 	①1週間の所定労働時間が20時間以上②31日以上継続して雇用される見込みである③雇用保険の適用事業
所に雇用されている。
（44）	 	①ハローワークに来所し，求職の申し込みを行い，就職しようとする積極的な意思があり，「いつでも就職で
きる能力がある」にもかかわらず，本人やハローワークの努力によっても，職業に就くことができない「失業
状態にあること」②離職日以前2年間に，被保険者期間（雇用保険の被保険者であった期間のうち，離職日か
ら1か月ごとに区切っていた期間に賃金支払いの基礎となった日数が11日以上ある日を1か月と計算する。）
が通算して12カ月以上あること。
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が，ブラック企業が存在する日本の労働環境では，未だに弱者である集団としての労働者
保護の必要性は高い。従って弱い労働者をサポートする強い労働組合の必要性は高い。し
かし，日本の場合，労働組合は産業別組合ではなく，規模の小さい企業組合であり，しかも
その組織率が極めて低い。（45）のみならず労働組合員数も減少している。その原因として，
①労働者の権利意識の後退，②労働組合の必要性・有効性感覚の後退，③労働者間の連帯
感の喪失等が考えられる。この原因から見ると，自立的な労働者像を描けない（46），そのた
め労働組合が著しく脆弱化している。またいまだに古い共同体関係が温存されている日本
の雇用社会においては，自発的･主体的に創造的な仕事をする労働者が期待されていない
から主体的な労働者は登場しにくい（47）。そこで多くの従属的労働者の主体性確保のために
は，労働者保護法による自己決定の環境整備が必要であり（48），また企業組合のサポートの
みならず，合同労組や一般労組あるいは地域ユニオンの活用も必要である。更に労働者の
自由な自己決定を支えるセーフティ・ネットとそれと連結した社会的慣行の改善が必要で
ある。
	 （2017.9.1受稿，2017.9.12受理）
（45）	 	厚生労働省の調査によると，組織率は2016年6月時点で2015年より0.1ポイント低い17.3％となり，6年連続
で過去最低を更新した。なお年齢階層別では30歳未満では1.4％に過ぎず，若年層の組合離れが顕著にみられ
る。
（46）	 	前掲・和田，160－161頁参照。
（47）	 	前掲・和田，148・160頁参照。
（48）	 	前掲･和田285頁参照。
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〔抄　録〕
まず，雇用の多様化，特に非正社員の多様化の推移と現状について概観する。次に労働
法の労働法の理念と原理を踏まえて，労働法の想定する労働者像を検討する。その際，労
働者像を統一的に解するのではなく，各労働法（労働基準法・労働組合法・労災法等）の
趣旨・目的から労働者概念を確定する。第三に労働者と自営業者との中間形態である　労
働者類似の就労者（準労働者）の保護について検討する。第四に一部の専門的・裁量的労
働者の出現を踏まえて，労働法と客体としての集団的労働者と主体的個人としての労働者
について検討する。
